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県内実態調査途中経過報告
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⚫ 広島県では、デジタル化の進展や社会・経済環境の変化に対応し、企業の生産性の向上や新たな価値創造、成長

分野での競争力の強化に資するため、成長分野等で新たな業務を行う際に必要となる能力（スキル）を学び直

す「リスキリング」を進めることが、持続的な地域経済の発展に重要であると考えている。

⚫ そこで、今後習得が必要となるスキルを明確にするとともに、働きながら学ぶ労働環境や雇用管理のあり方等

の課題などについて明らかにし、今後県が取り組むべき施策を検討するため、企業の取組の現状・課題、労働者

の意識等に関する県内実態調査（企業向け、労働者向け）を実施した。

調査背景

• 社会・経済環境の変化に対応したスキルやその習得の取組を把握すべく、実態調査を実施

調査背景
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⚫ 調査目的：企業における、人材需給見通しや必要スキル、リスキリングの取組状況などについて把握

⚫ 調査対象企業：以下に該当する広島県内企業・事業所10,000社 ※抽出率に差あり

⚫ 広島県内本社企業（全従業員31人以上）：3,287社【全数】

⚫ 広島県内本社企業（全従業員10～30人）：3,213社【一部抽出】

⚫ 広島県内事業所（広島県外本社企業、全従業員10人以上）：3,500社【一部抽出】

⚫ 調査期間：2022年6月28日～2022年7月22日

⚫ 調査方法：以下の2種類のうちいずれかを選択

⚫ 郵送調査（対象企業へアンケート調査票を郵送し、記入の上返送）

⚫ インターネット調査（紙調査票に明記したインターネットの調査専用サイトから回答）

調査概要

• 広島県内本社企業と広島県内事業所（広島県外本社）を対象に調査を実施

企業調査
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⚫ 有効回答数：合計1,229社 ※一部、郵送調査での未判明部分があるため、下記の合計数とは不一致

⚫ 広島県内本社企業（全従業員31人以上）：574社

⚫ 広島県内本社企業（全従業員10～30人）：417社

⚫ 広島県内事業所（広島県外本社企業、全従業員10人以上）：208社

⚫ 有効回答率(=回収率)：約12.3％

⚫ 広島県内本社企業（全従業員31人以上）：約17.5％

⚫ 広島県内本社企業（全従業員10～30人）：約13.0 ％

⚫ 広島県内事業所（広島県外本社企業、全従業員10人以上）：約5.9％

調査概要

• 有効回答数は合計で1,229社、有効回答率は約12.3％

企業調査
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⚫ 調査目的：リスキリングの必要性や労働市場の流動化に対する認識などについて、労働者目線で把握

⚫ 調査対象者：広島県内企業・事業所に勤める従業員（雇用関係のある者）2,503人

⚫ 正規雇用従業員：2,060人

⚫ 非正規雇用従業員：443人

⚫ 調査期間：2022年6月29日～2022年7月7日

⚫ 調査方法：ウェブモニター調査（条件に合致するモニターに調査票をウェブ上で配布し、回答）

⚫ 有効回答数：正規・非正規雇用従業員の合計で2,503人（有効回答率100%）

⚫ 正規雇用従業員：2,060人

⚫ 非正規雇用従業員：443人

調査概要

• 広島県内の企業・事業所に勤める従業員を対象に調査を実施

労働者調査
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企業調査途中経過報告
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• 紙データのデジタル化・オンライン化は５割台半ばが実施中と、DXの取組の中で最も高い。

• デジタルによる業務改革は2割強、デジタルによるビジネス変革は1割強と、より高度なDX

になるにつれて、実施中の割合が下がる。

（1）経営戦略の実施状況（DX）

企業調査途中経過報告

[Q1]雇用変化が生じうる社会情勢（DX・GX等を想定）に対応した経営戦略の実施状況をお答えください。【DX】

N =

1. 紙データのデジタル化・オンライン化（IT基盤
の整備）

１２２９

2. デジタルによる業務改革（個別の業務・製造
プロセスのデジタル化）

１２２９

3. デジタルによるビジネス変革（デジタル技術
を活用して自社のビジネスモデルを変革し、新
たな事業価値や顧客体験を生み出す）

１２２９

13.5

4.9

2.3

40.9

19.6

11.9

27.4

30.2

22.6

17.6

44.6

62.3

0.6

0.7

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施中（拡充予定なし） 実施中（拡充予定あり） 実施を検討中

実施予定なし 無回答
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• 人材戦略の5つの共通要素の中では、働きがいのある職場づくりが最も実施済みであり、4

割弱となっている。

➢ 従業員に学び直しの機会を提供する割合は、２割台半ば。

（6）人材戦略の実施状況（5つの共通要素）

企業調査途中経過報告

[Q6]貴社で実施されている人材戦略に関する実施状況、及び経営戦略を実行する上での有効性についてお答えく
ださい。【人材戦略の実施状況（5つの共通要素）】

N =

1. 将来的な目標から逆算して、経営戦略の達成に
必要な人材ポートフォリオ（どのような質の人材が
どの程度の量、社内に存在しているか）を定義

1229

2. 女性、外国人、中途採用といった属性に加え、経
験、価値観、専門性といった観点から多様な個人の
掛け合わせを実現

1229

3. 事業環境の急速な変化、個人の価値観の多様化
に対応するために、社員に対して学び直しの機会
を提供

1229

4. 企業が目指す方向性を従業員が理解・共感し、
主体的、意欲的に業務に取り組めている【働きがい
がある職場づくり】

1229

5. 時間や場所にとらわれない多様な働き方を選
択できる環境を整備【働きやすい職場づくり】

1229

8.5

12.0

12.0

18.7

10.7

10.7

15.5

12.1

20.7

11.8

45.1

35.0

41.6

41.3

29.1

34.4

36.5

32.9

18.3

47.4

1.3

1.0

1.4

1.1

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施済み（拡充予定あり） 実施済み（拡充予定なし） 実施を検討中

実施予定なし 無回答
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• 今後３～５年でみると、専門・技術職や販売従事者の需要は、増加見通しの割合が比較的高

く、4割強ある。

（10）従業員増減の見通し・意向

企業調査途中経過報告

[Q10]貴社の職種別人材の想定需要（今後3～5年程度の見通し・意向）、及び想定需要への対応策（予定）について
お答えください。【従業員増減の見通し・意向】

N =

Ａ-1管理的職業従事者（経営者・役員等経営幹部） 748

Ａ-2管理的職業従事者（一般管理職） 866

Ｂ専門的・技術的職業従事者 876

C事務従事者 716

D販売従事者 400

Eサービス職業従事者 219

F保安職業従事者 69

G農林漁業従事者 48

H生産工程従事者 224

I輸送・機械運転従事者 161

J建設・採掘従事者 164

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者 114

L分類不能の職業 53

1.6

1.3

4.1

1.1

3.0

7.3

4.5

1.2

3.7

1.8

3.8

11.8

25.9

38.0

16.2

38.0

31.1

4.3

14.6

28.6

23.6

32.3

21.9

9.4

76.5

63.4

46.3

70.4

51.0

52.5

81.2

72.9

50.9

57.1

47.0

58.8

79.2

6.3

6.9

8.4

9.9

5.8

6.4

10.1

6.3

12.5

9.9

11.6

11.4

3.8

3.7

2.2

2.7

2.2

2.0

2.3

4.3

6.3

3.1

8.1

5.5

6.1

3.8

0.1

0.3

0.3

0.1

0.3

0.5

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加（２０％以上） やや増加（１０～２０％未満） 現状維持（±１０％未満）

やや減少（１０～２０％未満） 減少（２０％以上） 無回答
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N = 100

新規採用

社内移動

出向受入

無回答

• どの職種においても、需要増加への対応策として、新規採用の割合が高い。

（11）想定需要への対応策（増加の場合）

企業調査途中経過報告

[Q11]貴社の職種別人材の想定需要（今後3～5年程度の見通し・意向）、及び想定需要への対応策（予定）について
お答えください。【想定需要への対応策（増加の場合）】

（％）

43.0

64.0

9.0

1.0

50.6

65.1

8.1

1.7

90.8

21.1

9.2

0.5

94.4

16.9

7.3

1.6

93.3

18.3

6.7

0.6

92.9

21.4

9.5

2.4

100.0

33.3

0.0

0.0

85.7

14.3

0.0

0.0

94.6

12.2

8.1

0.0

92.5

12.5

5.0

0.0

89.8

11.9

10.2

1.7

85.2

7.4

7.4

7.4

100.0

0.0

14.3

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Ａ-1管理的職業従事者（経営者・役員等経営幹部）

Ａ-2管理的職業従事者（一般管理職）

Ｂ専門的・技術的職業従事者

C事務従事者

D販売従事者

Eサービス職業従事者

F保安職業従事者

G農林漁業従事者

H生産工程従事者

I輸送・機械運転従事者

J建設・採掘従事者

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者

L分類不能の職業
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N = 1229

管理的職業従事者（経営者・役員等経営幹部）

管理的職業従事者（一般管理職）

専門的・技術的職業従事者

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

保安職業従事者

農林漁業従事者

生産工程従事者

輸送・機械運転従事者

建設・採掘従事者

運搬・清掃・包装等従事者

分類不能の職業

無回答

• DX人材としての想定需要は、経営幹部や一般管理職、専門・技術職、事務職で割合が高く、

6～7割程度となっている。

（13）職種別人材の想定需要（DX）

企業調査途中経過報告

[Q13]貴社従業員（職種別）が保有すべきDX・GXスキルに関して、習得状況及び必要性に対する認識についてお
答えください。【職種別人材の想定需要（DX）】

（％）

61.9

71.0

64.2

62.2

26.8

12.0

2.2

1.5

12.4

8.8

9.8

5.6

2.9

5.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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• DXスキル（基本）の習得状況は、習得済・習得中を合わせて１～６割程度と職種で幅がある。

➢ DX人材として比較的需要が大きい経営幹部や一般管理職、専門・技術職、事務職では、他の職種よ

りも習得済・習得中の割合が高く、6割程度。

（14）DXスキルの習得状況（基本スキル）

企業調査途中経過報告

[Q14]貴社従業員（職種別）が保有すべきDX・GXスキルに関して、習得状況及び必要性に対する認識についてお
答えください。【DXスキルの習得状況（基本スキル）】

N =

Ａ-1管理的職業従事者（経営者・役員等経営幹部） 761

Ａ-2管理的職業従事者（一般管理職） 873

Ｂ専門的・技術的職業従事者 789

C事務従事者 765

D販売従事者 329

Eサービス職業従事者 148

F保安職業従事者 27

G農林漁業従事者 19

H生産工程従事者 152

I輸送・機械運転従事者 108

J建設・採掘従事者 120

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者 69

L分類不能の職業 36

24.2

20.5

20.4

20.7

16.7

15.5

7.4

5.3

11.2

13.0

9.2

5.8

11.1

35.1

38.8

40.2

41.7

36.5

35.8

14.8

5.3

22.4

19.4

27.5

23.2

5.6

28.3

28.9

27.2

26.3

35.0

34.5

40.7

47.4

50.7

48.1

41.7

44.9

52.8

12.5

11.8

12.2

11.4

11.9

14.2

37.0

42.1

15.8

19.4

21.7

26.1

30.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

習得済 習得中 未習得 無回答
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• DXスキル（専門（企画系））の習得状況は、習得済・習得中を合わせて１～４割台半ばである。

➢ DX人材として比較的需要が大きい経営幹部や一般管理職、専門・技術職等では、他の職種よりも

習得済・習得中の割合が高く、４割程度。

（15）DXスキルの習得状況（専門スキル（企画系））

企業調査途中経過報告

[Q15]貴社従業員（職種別）が保有すべきDX・GXスキルに関して、習得状況及び必要性に対する認識についてお
答えください。【DXスキルの習得状況（専門スキル（企画系））】

N =

Ａ-1管理的職業従事者（経営者・役員等経営幹部） 761

Ａ-2管理的職業従事者（一般管理職） 873

Ｂ専門的・技術的職業従事者 789

C事務従事者 765

D販売従事者 329

Eサービス職業従事者 148

F保安職業従事者 27

G農林漁業従事者 19

H生産工程従事者 152

I輸送・機械運転従事者 108

J建設・採掘従事者 120

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者 69

L分類不能の職業 36

11.6

8.4

8.2

7.5

6.7

7.4

3.7

5.3

4.6

4.6

2.5

1.4

5.6

32.1

34.5

33.7

35.3

31.6

29.7

11.1

15.8

13.2

15.7

26.7

21.7

8.3

46.9

47.1

45.4

49.3

53.8

53.4

77.8

68.4

65.8

59.3

55.0

63.8

72.2

9.5

10.1

12.7

8.0

7.9

9.5

7.4

10.5

16.4

20.4

15.8

13.0

13.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

習得済 習得中 未習得 無回答
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• DXスキル（専門（技術系））の習得状況は、習得済・習得中を合わせて１～４割台半ばとなっ

ている。

➢ 専門・技術職は、他の職種よりも習得済・習得中の割合が高く、４割台半ば程度。

（16）DXスキルの習得状況（専門スキル（技術系））

企業調査途中経過報告

[Q16]貴社従業員（職種別）が保有すべきDX・GXスキルに関して、習得状況及び必要性に対する認識についてお
答えください。【DXスキルの習得状況（専門スキル（技術系））】

N =

Ａ-1管理的職業従事者（経営者・役員等経営幹部） 761

Ａ-2管理的職業従事者（一般管理職） 873

Ｂ専門的・技術的職業従事者 789

C事務従事者 765

D販売従事者 329

Eサービス職業従事者 148

F保安職業従事者 27

G農林漁業従事者 19

H生産工程従事者 152

I輸送・機械運転従事者 108

J建設・採掘従事者 120

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者 69

L分類不能の職業 36

7.2

5.5

10.3

4.1

3.6

4.1

7.4

5.3

4.6

7.4

8.3

5.8

2.8

23.1

27.9

36.0

25.5

23.1

24.3

11.1

10.5

17.1

19.4

26.7

17.4

11.1

56.0

55.1

47.8

57.1

59.3

58.8

77.8

68.4

72.4

57.4

59.2

65.2

72.2

13.7

11.5

6.0

13.3

14.0

12.8

3.7

15.8

5.9

15.7

5.8

11.6

13.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

習得済 習得中 未習得 無回答
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• DXスキル（基本）の必要性認識は、必須・極力必要を合わせて３～8割弱となっている。

➢ DX人材として比較的需要が大きい経営幹部や一般管理職、専門・技術職、事務職では、他の職種よ

りも必須の割合が高く、３割強。

（17）DXスキルの必要性（基本スキル）

企業調査途中経過報告

[Q17]貴社従業員（職種別）が保有すべきDX・GXスキルに関して、習得状況及び必要性に対する認識についてお
答えください。【DXスキルの必要性（基本スキル）】

N =

Ａ-1管理的職業従事者（経営者・役員等経営幹部） 761

Ａ-2管理的職業従事者（一般管理職） 873

Ｂ専門的・技術的職業従事者 789

C事務従事者 765

D販売従事者 329

Eサービス職業従事者 148

F保安職業従事者 27

G農林漁業従事者 19

H生産工程従事者 152

I輸送・機械運転従事者 108

J建設・採掘従事者 120

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者 69

L分類不能の職業 36

32.6

34.6

34.6

31.2

26.7

25.7

11.1

10.5

14.5

13.0

21.7

5.8

8.3

43.4

42.6

41.2

45.6

48.0

44.6

25.9

21.1

46.1

38.9

38.3

29.0

27.8

6.3

5.3

7.0

6.3

7.9

8.8

22.2

26.3

18.4

26.9

18.3

31.9

30.6

17.7

17.5

17.2

16.9

17.3

20.9

40.7

42.1

21.1

21.3

21.7

33.3

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

必要（必須） 極力必要 不要 無回答
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• DXスキル（専門（企画系））の必要性認識は、必須・極力必要を合わせて３～８割弱である。

➢ DX人材として比較的需要が大きい経営幹部や一般管理職、専門・技術職では、他の職種よりも必

須の割合が高く、２割強。

（18）DXスキルの必要性（専門スキル（企画系） ）

企業調査途中経過報告

[Q18]貴社従業員（職種別）が保有すべきDX・GXスキルに関して、習得状況及び必要性に対する認識についてお
答えください。【DXスキルの必要性（専門スキル（企画系））】

N =

Ａ-1管理的職業従事者（経営者・役員等経営幹部） 761

Ａ-2管理的職業従事者（一般管理職） 873

Ｂ専門的・技術的職業従事者 789

C事務従事者 765

D販売従事者 329

Eサービス職業従事者 148

F保安職業従事者 27

G農林漁業従事者 19

H生産工程従事者 152

I輸送・機械運転従事者 108

J建設・採掘従事者 120

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者 69

L分類不能の職業 36

23.5

23.3

23.2

18.2

17.3

12.8

5.3

7.2

9.3

13.3

2.9

8.3

52.0

54.4

48.8

53.3

52.3

52.0

33.3

36.8

49.3

33.3

42.5

36.2

30.6

14.5

12.4

15.0

18.7

21.0

25.0

51.9

42.1

26.3

36.1

26.7

42.0

44.4

10.0

10.0

13.1

9.8

9.4

10.1

14.8

15.8

17.1

21.3

17.5

18.8

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

必要（必須） 極力必要 不要 無回答
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• DXスキル（専門（企画系））の必要性認識は、必須・極力必要を合わせて３～７割程度となっ

ている。

➢ 専門・技術職は、他の職種よりも必須の割合が高く、３割弱。

（19）DXスキルの必要性（専門スキル（技術系） ）

企業調査途中経過報告

[Q19]貴社従業員（職種別）が保有すべきDX・GXスキルに関して、習得状況及び必要性に対する認識についてお
答えください。【DXスキルの必要性（専門スキル（技術系））】

N =

Ａ-1管理的職業従事者（経営者・役員等経営幹部） 761

Ａ-2管理的職業従事者（一般管理職） 873

Ｂ専門的・技術的職業従事者 789

C事務従事者 765

D販売従事者 329

Eサービス職業従事者 148

F保安職業従事者 27

G農林漁業従事者 19

H生産工程従事者 152

I輸送・機械運転従事者 108

J建設・採掘従事者 120

Ｋ運搬・清掃・包装等従事者 69

L分類不能の職業 36

14.5

17.0

27.9

12.9

14.3

12.2

3.7

5.3

11.8

10.2

19.2

7.2

5.6

41.7

45.8

42.6

43.8

39.2

39.2

40.7

31.6

42.8

32.4

42.5

36.2

22.2

30.0

26.2

22.1

29.4

31.6

35.8

44.4

42.1

34.9

41.7

32.5

46.4

55.6

13.9

11.0

7.5

13.9

14.9

12.8

11.1

21.1

10.5

15.7

5.8

10.1

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

必要（必須） 極力必要 不要 無回答
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• 「リスキリング」という言葉について、知っている割合は1割台半ば、聞いたことはある割合

は2割台半ばとなっている。

（23）「リスキリング」の認知度

企業調査途中経過報告

[Q23] 「リスキリング」という言葉について、知っているかお答えください。

N =

全 体 1229
15.5 26.4 55.7 2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内容を含めて知っている 内容は知らないが聞いたことはある 知らない 無回答
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• リスキリングの必要性について、6割弱が必要と回答している。

（24）リスキリングの必要性

企業調査途中経過報告

[Q24] リスキリングが自社にとって必要性があるか、お答えください。

16.9 40.9 24.9 13.9 3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ややある あまりない ない 無回答

N =

全 体 1229



Copyright © Mitsubishi Research Institute 20

63.5

36.9

31.2

19.0

29.6

15.2

17.9

34.1

31.7

45.5

0.7

8.4

6.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

• リスキリングの実施による経営上の効果として、生産性の向上が最も高く6割強、次いで働

きがい向上の割合が高く、4割台半ばとなっている。

（31）リスキリングの実施による経営上の効果

企業調査途中経過報告

[Q31]従業員のリスキリングを進めることで得られた効果、期待される効果（経営上のメリット）をお答えください。

N = 1229

業務効率化による生産性の向上

技術力・研究開発力の向上（既存商品・サービスの高付加価値化）

事業・業務改革の実施（ビジネスモデルの変革等）

新規事業・新分野の展開（新製品・サービスの創出）

収益構造の改善

自然災害（新型コロナ等）への円滑・適切な対応

従業員採用の円滑化

従業員定着率の向上

従業員のエンゲージメント（企業に対する信頼・愛着等）の向上

従業員の担当業務へのモチベーション（働きがい）向上

その他

効果はない

無回答
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42.8

44.3

46.8

22.5

28.9

26.4

29.9

20.6

21.8

20.8

30.8

5.9

1.9

12.0

5.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

• リスキリング推進の課題として、リスキリングの重要性に関する認識不足が最も高く4割台

半ば、次いで時間捻出・業務調整の難しさ、リスキリング推進人材の確保の割合が高く、3割

程度ある。

（32）リスキリングを進めるにあたっての課題

企業調査途中経過報告

[Q32]従業員のリスキリングを進めるにあたり、課題（未実施理由を含む）があればお答えください。

N = 1229

リスキリングの重要性について、経営者・役員等経営幹部の認識が不足している

リスキリングの重要性について、一般管理職の認識が不足している

リスキリングの重要性について、従業員（上記以外）の認識が不足している

経営戦略と人材戦略が連動しておらず、人材戦略の適切な立案ができない（育成
方針が不明確）
リスキリングが必要なスキルの洗い出しができない（経営戦略を踏まえ、どのよ
うなスキルが必要か把握・分析されていない）
従業員のスキル習得状況の明確化・可視化ができない（どのスキルが不足してい
るか、習得させるべきかわからない）

リスキリングの推進人材が確保できない（実施体制に不安がある）

リスキリングの推進方策(適切な教育プログラムの選定等)がわからない

教育予算（人材育成予算）が十分に確保できない

従業員の自主的な判断に任せており、思うようにスキル習得が進まない

従業員のスキル習得に向けた時間捻出・業務調整が難しい

リスキリング対象者(必要者、応募者)のミスマッチがある

その他

特に課題はない

無回答
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• 労働市場の流動化の必要性に関する認識について、必要と考える割合は6割程度となって

いる。

（36）労働市場の流動化の必要性

企業調査途中経過報告

[Q36]労働市場の流動化（企業外との人材流動の活発化）は必要だと思いますか。

N =

全 体 1229 18.9 42.3 27.8 8.1 2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 無回答



Copyright © Mitsubishi Research Institute 23

労働者調査途中経過報告



Copyright © Mitsubishi Research Institute 24

• 「リスキリング」という言葉について知っている割合は３％程度、聞いたことはある割合は1

割強となっている。

（9）「リスキリング」の認知度

労働者調査途中経過報告

内容を含めて知って

いる 2.6% 内容は知らないが

聞いたことはある

13.0%

知らない 84.3%

[Q11] 「リスキリング」という言葉を知っていますか。

(n=2503)
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• リスキリングが必要と考える割合は4割弱となっている。

（10）リスキリングの必要性

労働者調査途中経過報告

必要だと思う 7.8%

やや必要だと思う

29.1%

あまり必要だと

思わない

28.4%

必要だと思わない

34.8%

[Q12] リスキリングはあなたにとって必要だと思いますか。

(n=2503)
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32.3

31.4

9.6

9.1

12.8

7.3

17.7

0.3

42.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務効率化による労働時間の短縮

業務成果の質の向上

担当業務分野の拡張・変更による、希望する部署への異動

転職市場における価値向上による、転職の実現

評価改善による待遇（給与・役職等）の向上

勤務先企業へのエンゲージメント（企業に対する信頼・愛着等）の向上

担当業務へのモチベーション（働きがい）の向上

その他

得られた効果/期待される効果はない

[Q19] リスキリングを実施することで得られた効果、期待される効果をお答えください。（いくつでも）

(n=2503)

• リスキリングの効果として、業務効率化による労働時間の短縮や業務成果の質の向上の割

合が高い。

（17）リスキリングの効果

労働者調査途中経過報告
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19.1

16.9

20.9

12.1

13.3

17.9

0.2

42.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リスキリングに対する必要性・モチベーション・インセンティブをあまり感じない

リスキリングにあたり必要なスキル・学習分野の洗い出しができていない（ど

んなスキルを身に付けたらよいかわからない）

リスキリングに取り組む時間が十分に確保できない

リスキリングに必要な費用の負担が大きい

リスキリングの取り組み方がわからない（適切な教育機関・教育プログラムを

選べない等）

勤務先企業のリスキリングの支援制度がない、知らない

その他

特に課題はない

[Q20] リスキリングを実施するにあたってのご自身の課題（未実施理由を含む）があればお答えください。

（いくつでも）

(n=2503)

• リスキリングに取り組む上での課題として、取り組む時間の不足や必要性の認識不足等の割

合がやや高い。

（18）リスキリングに関する自身の課題

労働者調査途中経過報告
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27.8

21.9

22.0

16.4

16.6

13.1

21.9

0.3

41.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リスキリングの重要性について、経営者・役員等経営幹部の認識が

不足している

リスキリングの重要性について、一般管理職の認識が不足している

リスキリングの重要性について、従業員（上記以外）の認識が不足し

ている

リスキリングが必要なスキルの洗い出しができていない（経営戦略を

踏まえ、どのようなスキルが必要か把握・分析されていない）

従業員のスキル習得に向けた時間捻出・業務調整ができていない

スキルの習得状況と評価制度を連動させることができていない

リスキリングの支援制度がない、もしくは従業員に十分に周知されて

いない

その他

特に課題はない

[Q23] 勤務先企業のリスキリング施策に関し、認識している課題があればお答えください。（いくつでも）

(n=2503)

• 勤務先企業のリスキリング施策の課題として、リスキリングの重要性に関する認識不足、支

援制度の欠如もしくは従業員への周知不足の割合がやや高い。

（21）リスキリング施策の課題

労働者調査途中経過報告
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• 労働市場の流動化について、必要と考える割合は6割弱となっている。

（24）労働市場の流動化の必要性

労働者調査途中経過報告

そう思う

13.7%

ややそう思う

44.4%

あまりそう

思わない

26.6%

そう思わない

15.3%

[Q26] 労働市場の流動化は必要だと思いますか。

(n=2503)
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• 社外への労働移動の意向は、労働市場の流動化の必要性に関する認識よりは低く、4割弱と

なっている。

（25）社外への労働移動（転職）の意向

労働者調査途中経過報告

ある

9.8%

ややある

28.0%

あまりない

34.8%

ない

27.4%

[Q27] 社外への労働移動（転職）に対する今後の意向についてお答えください。

(n=2503)


